
質問・回答一覧

 ページ 項目 質問内容 回答

1 ２ 本業務の目的

主なサーバ基盤一覧

令和4年度導入基盤①のハイパーバイザ環境が複数記載さ

れているのは、Oracleライセンスの削減のために2つのクラ

スタ環境でOracle利用システムを分離しているためと捉え

てよろしいでしょうか？

ご認識のとおりです。

2 4.1(1)庁内情報シス

テムの実態調査

システム管理者（原課）への調査票の配布及び収集は京都

府情報政策課ご担当者様にて実施いただける想定でよろし

いでしょうか？

ご認識のとおりです。

2 4.1(1)庁内情報シス

テムの実態調査

エ

基盤側管理画面の閲覧場所と閲覧可能時間についてご教示

ください。

京都府庁内で基盤側管理画面を閲覧できる場所

を用意します。閲覧可能時間は、平日の8:30～

17:15の予定です。

2 4.1(1)庁内情報シス

テムの実態調査

エ

サーバ基盤の管理画面からの情報の抽出は、京都府情報政

策課ご担当者様にて実施いただける想定でよろしいでしょ

うか？

情報の抽出に必要な手順等については、受託者から手順を

案内させていただく想定です。

京都府にて管理画面が閲覧できる環境を準備し

ますので、実際の抽出作業は受託者にて実施い

ただきます。

2 4.1(1)庁内情報シス

テムの実態調査

エ

サーバ基盤の情報抽出を行う際、京都府ご担当者様の負担

を軽減するため別途可視化ツールを受託者からご提案させ

ていただき、そのツールを用いてリソース情報などの可視

化を行わせていただくことは可能でしょうか？

サーバ基盤の情報抽出作業は受託者にて実施い

ただく想定です。その上で、可視化ツールを提

案される場合は、京都府と協議の上、セキュリ

ティ上問題がないものと認められれば、利用い

ただくことは可能です。ただし、可視化ツール

の導入・利用に係る費用（京都府環境の設定変

更等が必要な場合はその費用も含む。）につい

ては、受託者が全額負担するものとします。

5 4.4 (3)運用業務最適

化の検討

各種ドキュメント様式の改善案の作成のために、現行の運

用業務において貴庁が使用している各種のドキュメントの

内容を精査する必要があると考えますが、おおよそのファ

イル数をご教示いただけますでしょうか？

約100程度の様式を想定しています。

10 5.2要員要件 要員要件に示される資格要件及び実績要件については、提

案書の中で明確に体制図として提示し、本入札の参加資格

を有していると示す必要があるという理解でよろしいで

しょうか？

提案書内で具体的な要員計画を提示出来ない場合は、本入

札に参加出来ないものと考えております。

ご認識のとおりです。なお、資格要件及び実績

要件をどのように満たしているかについて、具

体的に記述することを必須とします。

10 5.2 要員要件

(1)統括責任者

統括責任者は、京都府様と契約する会社の技術者となりま

すでしょうか？

統括責任者については、受託者が法人の場合、

京都府と直接契約する法人の従業員をもって充

てることとします。

10 5.2 要員要件

(1)統括責任者

統括責任者は１名が必須でしょうか。正、副もしくはそれ

に準じた体制をもって責任を取るような枠組みは可能で

しょうか。

次の２名による体制とすることも可能としま

す。

・5.2(1)ア①及びイを満たす者

・5.2(1)ア②及びイを満たす者

10 5.2 要員要件

(1)統括責任者

資格ですがPMP（プロジェクトマネジメントスキル）のよ

うな相当資格を持って対応する形でもよろしいでしょう

か？

サービスマネジメント及びコンサルティングに

係る資格要件を設定しているため、PMP等プロ

ジェクトマネジメントの資格での代替は不可と

します。

12 7 留意事項 (5) 受託者がメーカー機能（自社製品を納めることができる能

力を有している企業体（グループ会社））である場合、こ

ちらは特定の事業者しかできないような形で誘導される可

能性があることが懸念されます。この点についての見解並

びに対策案はございますでしょうか。

ない場合は仕様に「なお、落札業者において自社製品を提

案することは一切許されない」とすることは可能でしょう

か。（公平性の観点）

自社の製品の提案は可能ですが、７「留意事

項」(5)に示すとおり、特定の事業者のみ実現可

能なものとならないよう、各提案において、自

社以外の製品・サービスの詳細な内容を必ず含

めて、比較・検討する形で提案することを必須

とします。



ー ー 本調達を受託した場合、後続や関連する実行案件の受託は

できない。という理解でよろしいでしょうか。

また、その範囲は子会社含めたグループ会社まで含むとい

う理解でよろしいでしょうか。

本調達で納品される仕様書案については、特定

の事業者のみ実現可能なものとならないよう、

汎用的な内容を想定しているものであるため、

本業務を受託したことをもって、関連業務の調

達への参加を認めないことは想定していませ

ん。


